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２ 平成 14 年度決算の概要 
 

 
○ 平成 14 年度決算の実質収支は 16 億円の黒字となりましたが、黒字額は前年度   

    より 10 億円減少しました。 
 ○ 経常収支比率は、前年度より 5.9ポイント上昇し 95.8％となりました。 
    
   これらは、歳出削減に取り組んだものの、特別区税や特別区交付金などの一般 
  財源が対前年度比で 55億円（10.0％）減少したことや、臨時的な収入である財 
  産売払収入が減少したことなどによるものです。 
   区財政は、行財政改革の取組みにより、人件費等の削減など着実に成果が上が 
  っているものの、今後とも、区の歳入の根幹をなす区税収入・特別区交付金は、  
  大きな伸びを期待できないことから、本区の最優先課題である財政健全化に向け 
  て、平成 16年度収支均衡を達成するためには、これまで以上に行財政改革を推 
  進し、財政構造の転換を一層図る必要があります。 
 
 
３ 平成 14 年度決算の特徴 
 
 (１) 歳入の状況 
 
 
  ○ 一般財源は、10.0％（55億円）の減  
   ● 区の基幹的な歳入である特別区税は、2.4％（4億円）の減で、歳入全体に 
    占める割合は 17.1％となりました。 
   ● 特別区交付金は、交付金の財源である市町村民税法人分や固定資産税の減 
    少等により、11.5％（39億円）の減となりました。歳入全体に占める割合は、  
    39.0％となりました。 
   ● 利子割交付金は、高金利預金の満期の集中が前年度で終了したことにより     
    162.4％（7億円）の減となりました。  
 
   ○ 特定財源は、14.1％（47億円）の増   
   ● 財産収入は、臨時的な収入である財産売払収入が減少（主な要因として、 
    13年度には文花小学校跡地売却収入が 20億円ありました）したことにより、 
    289.6％（16億円）の減となりました。      
   ● 諸収入は、貸付金元利収入の減少（主な要因として、13年度には国際ファ 
     ッションセンター貸付金元金収入が 25億円ありました）により、42.0％（17 
    億円）の減となりました。 
   ● 繰入金は、財政調整基金を 55億円取り崩したため、90.5％（61億円）の 
    増となりました。 
   ● 特別区債は、文花中学校・八広小学校の増改築事業等により発行額が増え 
    たため、49.2％（12億円）の増となりました。 
 
 
 
 
 



 

 
(２) 歳出の状況（性質別） 
 
 
  ○ 義務的経費は２.７％（13億円）の減となり、歳出全体に占める割合は、前 
   年度を 1.7ポイント下回る 56.9％となりました。平成 9年度以降 6年連続で 
   50％を超えています。 
   ● 人件費は、3.6％（9億円）の減となりました。これは、職員給が 3.1％（5 
    億円）減少したことなどによります。歳出総額に占める割合は、前年度を 
    1.1ポイント下回る 27.5％となりました。 
   ● 扶助費は、6.6％（11億円）の増となりました。これは老人福祉手当の減 
    少等により老人福祉費で 28.6％（2億円）の減となったものの、児童扶養手 
    当の給付に関する事務が平成 14年 8月から特別区へ移管されたことにより 
    児童福祉費が 8.5％（3億円）の増、生活保護世帯等の増加に伴い生活保護 
    費で 12.5％（10億円）の増となったことなどによります。 
   ● 公債費は、17.5％（16億円）の減となり、平成 12年度以降減少していま 
    す。 
  ○ 投資的経費は、51.8％（22億円）の増となりました。これは、文花中学校・ 
   八広小学校の増改築事業等の普通建設事業が行われたことによります。 
  ○ その他の経費  
   ● 物件費は、3.1％（4億円）の増となりました。これは、行財政改革の取組 
    みの一環として民間委託（図書館の窓口業務など）を推進したこと、また庁 
    内イントラネット整備などにより、委託料や使用料及び賃借料が増となった 
    ことなどによります。 
   ● 積立金は、34.6％（11億円）の減となりました。これは、減債基金新設に 
    伴う 31億円の積立があったものの、財政調整基金及び公共施設整備基金へ 
    の積立が 42億円減少したことによります。 
   ● 繰出金は、4.1％（3億円）の増となりました。これは、介護保険サービス 
    利用者の増加等に伴う介護保険特別会計への繰出金の増などによります。 
 
 
４ 財政指標 
 
 (１) 経常収支比率 
 
 
 ○ 財政の弾力性を示す指標である経常収支比率は、前年度から 5.9ポイント上  
  昇し、95.8％（減税補てん債及び臨時財政対策債を分母に含めない場合は、前  
  年度から 6ポイント上昇し 96.6％）となりました。 
   これは、経常収支比率の分子となる経常経費充当一般財源等が人件費等の減 
  少などにより 3.3％の減となったものの、分母となる経常一般財源等が、特別 
  区交付金・利子割交付金の減などにより 9.3％減少したことによります。 
   経常収支比率の適正水準は 70～80％と言われていますが、本区はその水準 
  を大きく上回っており、23区のなかで最も高い数値となっています。 
   このことは、弾力的な財政体質に転換するため、行財政改革のさらなる取組  
  みが必要なことを示しています。 



 

【経常収支比率の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(２) 公債費比率  
 
 
   ○ 公債費に係る財政負担の大きさを示す公債費比率は、前年度より 1.8ポイ 
    ント下回り 14.0％となり、平成 12年度以降 3年連続の下降となりました。 
     これは、錦糸町駅北口再開発事業等に伴い発行した特別区債及び平成 4年  
    度以降に発行した減収補てん債・減税補てん債の残高が減少したこと、また    
    平成 12年度以降は原則として施設建設事業を凍結していることに係り、区 
    債発行が抑制されていることなどが要因です。 
     公債費比率は、今後も改善されていく見込ですが、現状では 23区で最も        
    高い数値となっています。 
      
 
【公債費比率の推移】 
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【特別区債元利償還見込額】 
 
平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 

8,039,257 11,137,505 6,207,601 5,658,526 3,358,384 
                                                                 （単位：千円） 
＊平成 16 年度の償還見込額には、平成７年度及び 8 年度の住民税特別減税に対応して発
行した減税補てん債（47 億円）分が含まれます。この減税補てん債については、16 年度
に全額を一括して返済し、同時に全額を借り換えることとされています。 
 
(３) 実質収支比率     

 
   
 ○ 標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す実質収支比率は 2.9％とな    
  り、前年度を 1.5ポイント下回りました。 
   これは、実質収支比率の分母となる標準財政規模が 6.9％の減となった一     
  方で、分子となる実質収支額が 39.2％の大幅な減となったことによります。 
 
 
 
【実質収支比率の推移】 
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